
１．研究の背景と目的

　近年、建築・都市計画の分野では、「参加」、つまり

市民・住民が計画の策定に主体的に関与することが重要

となっており、全国で様々な形の活動が行われ経験が積

み重ねられている。このような発展に伴って、これらの

問題を扱う調査・研究も多数行われており、今日では一

つの研究分野として確立されるまでに至っている。

　そこで問題となるのが、参加の活動及び参加を扱う研

究の「方法論」である。参加は「まちづくり」というソ

フトな用語で呼ばれることからも分かるように、建物や

都市空間というハード面の計画のみならず、コミュニ

ティの問題や住民の意識などの要素まで含めた広範な

テーマを扱うものであり、その方法論は従来の都市計画

技術とは異なるものとなる。よって参加の調査研究の方

法論も、これまでの都市計画学の範囲を越え、対象に合

わせておのずと変わらざるを得ない。研究という活動は

実践行為の方法論を明らかにするものと考えるならば、

特に研究の方法論の確立は重要な課題と考えられる。

　しかし、この方法論はいまだ十分に確立されていない

のが現状であろう(1)。先行研究でも、住民参加型まちづく

り論の変遷1)や用語「まちづくり」の使われ方の研究2)、

ワークショップの観点から参加の動向をみた研究3)はある

が、研究の方法論を扱ったものは少なく、研究の対象と

方法の関係の変遷を整理したもの4)がある程度である。都

市計画学における方法論一般に関しては、学術研究発表

会の場で何度かシンポジウムが開かれているが5)6)、その

中では参加に関して十分に議論されてはいない。

　本考察では、今日までの住民参加研究における方法論

を考察し、その特徴と変遷、及び課題を明らかにするこ

とで、今後の研究のあり方を考えることを目的とする。

２．研究の枠組

　本考察では、「住民参加」という行為を『ある対象の

計画において、専門技能を持つ行政等の計画主体以外

の、市民・住民等の参加主体が、専門家等の支援主体の

協力を受けるなどして、何らかの関与手段を用いて計画

に関わること』と位置づける。ここでの計画とは、行政

による総合計画から地域での協定、及び建築設計までを

含めた広義の概念で捉える。また関与手段は意見の提

示・計画への合意という消極的なものから、行動を伴う

積極的なものまでを含めて取り扱うこととする。

　この捉え方より、「住民参加研究」は『住民参加の行

為を対象として、特定の点に着目し何らかの手法を用い

て対象を理論化すること』と定義する。そして研究の

「方法」は『研究の具体的手続ないしルール』、「方法

論」は『方法についての体系的な考え方』と捉える(2)。

　上記の定義に基づき、日本建築学会の『（計画系）論

文報告集』『大会学術講演梗概集』、及び日本都市計画

学会の『都市計画』『都市計画論文集』において1960年

～1998年３月までに発表された学術研究論文を対象とし

て、参加研究の収集を行った(3)。なお『大会学術講演梗概

集』では「建築計画・農村計画・都市計画・建築経済・

住宅計画」の計画系分類の論文、『都市計画』では一般

研究論文を対象とした。

　以上の文献より、先の住民参加の定義に該当する題材

を扱う論文を題名及び内容より選択し、住民参加研究と
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の抽出では多変量解析などの統計的な解析がなされるの

が一般的であり、こうして得られたモデルまたは法則

を、明らかになった構造として提示している。

　また、得られたもしくは想定した構造をもとに、参加

の行為やその過程での合意形成に関するシミュレーショ

ンを行う研究もあり、これも本アプローチの延長として

捉えることが出来よう。これらには、ゲーム理論を用い

て推論を行うもの7)や、ゲーミング・シミュレーション8)

や模擬的な会議9)などの実験を行うものなどがみられる。

（２）解釈的アプローチ

［研究の視点］

　参加による計画策定の中での活動・行為を詳しく把握

し、その状況を整理することで参加の意味や課題を解釈

し提示するアプローチである。対象となるのは参加の実

践活動の事例であり、これに関する情報を収集して事実

関係を整理、個々の行為間の「因果関係」を解釈するこ

とで、全体の状況を記述するとともに、課題を解決する

ために必要となる対応を明らかにするものである。

　このような形が取られるのは、参加が成功または失敗

するのには何らかの理由があるとし、その「要因」とな

る行為は事例の特性に応じて異なりはするが、総体とし

てみれば共通性を持つと捉えるからであろう。よって要

因となる行為を見出し、続く別の事例でプラスとなる行

為を積極的に行い、逆にマイナスとなる行為を未然に防

ぐことで、参加をより適切な形で進めることが出来ると

いう点に、研究の意義があるとしていると思われる。

［調査・分析の方法］

　以上の考えに基づく研究では、適切な対象事例の選

定、その事例に関する詳しい情報の収集、得られた事実

の明快な整理及び因果関係の適切な同定、が課題とな

る。まず事例の選定については、参加のあり方が先進的

であり適切に機能した事例を選ぶもの、及びこのような

事例を複数扱って比較考察するものが多くみられる。こ

れは、参加が成功した事例からその要因を明らかにし、

結果を他の事例に応用していこうとの発想に基づくから

であろう。また候補の事例に関するデータを収集し、こ

れを解析することで適切な調査対象を選ぶという、数量

的なアプローチを導入するものもみられる10)。

　情報の収集においては、詳しい情報が多面的な角度か

ら集まるよう、様々な方法がとられている。会議で配付

された資料や発言された意見を記した議事録等の文字に

よる記録の把握をはじめ、計画策定に関わった様々な主

体へのヒアリング調査や自由回答によるアンケート調

査、策定途中で行われた各種作業の中間成果物の収集な

どである。中でも重視されているのがヒアリングであ

り、計画策定に参加した住民や行政、関わった専門家な

して収集された約700編の論文を分析の対象とした(4)。こ

れらの論文に記された研究の枠組・手順よりその研究の

方法を整理し、また背景や目的などの記載から研究に関

する筆者のスタンスに関する言説を抽出して、個々の研

究における方法論を見いだす。こうして得られた方法論

をその内容で類型化し特徴を説明、その変遷を示すとと

もに、相互の比較検討を行い今後の課題を整理する。

３．方法論の類型

　各論文から得られた研究方法を整理すると、方法論は

以下に示す３つのアプローチにまとめることが出来る。

（１）数量的アプローチ

［研究の視点］

　住民参加活動の実態やそれに関わる住民の行動・意識

を対象として、これらを数量的に把握しようとするアプ

ローチである。得られた数値を分析することにより、複

数の事例または多数の住民の間に共通してみられる傾向

を明らかにし、その中に隠されている基本的な「構造」

を見いだそうとしている。

　構造に着目するのは、本アプローチでは主に行政計画

への参加を想定しており、多数の住民を相手に参加を行

う、または住民の意見を反映することでより良い計画を

策定するには、住民の要望や意識を総体として捉えその

全体的な傾向・志向に基づいて対応することが効果的で

ある、との考えに基づくためと思われる。よって、参加

に対する住民の意識を探り今後の参加行為の発展の可能

性をみる研究や、住民が持つ意識・要求を明らかにして

これに答えるための計画を策定する方法の検討(5)、住民が

計画の判断や意思決定を行うメカニズムの分析、参加の

効果としての住民の意識変化の検証などの観点から、主

に住民の意識構造に関する研究が行われている。

［調査・分析の方法］

　このアプローチで重視されるのは、客観的なデータを

収集するための調査であり、構造を確認するための科学

的な分析である。そのため調査では、信頼出来る内容の

資料・報告書等に基づいて事例の数量・種別をカウント

する方法や、独自に企画・設計したアンケート調査に基

づいて活動の実態や住民意識に関する情報を収集する形

がとられる場合が多い。ただしアンケート調査では、単

純に事実や意見を回答するだけのものから、構造に関す

る理論的なモデルを構築しこれを検証するための質問を

用意するものまで、設計のレベルは様々である。

　分析では、調査から得られた数値の集計や解析が行わ

れ、調査時点で立てた「モデル」を検証する、または数

値の中からある種の「法則」を抽出する形がとられてい

る。モデルの検証ではクロス集計や回帰分析など、法則



　このため実践活動では、参加の「手法」が主要な関心

事となっている。参加の場を仕掛ける際や、価値を生む

参加者間でのコミュニケーションを促進するには、その

進め方がポイントだからである。この手法は研究者の考

察やアイデアに基づいて構築されるが、海外や他事例で

の方法をもとに改良を行う場合が多く、総じて「ワーク

ショップ」と呼ばれる多彩な手法が提案されている。

　概念化に際しては、参加によって形作られた計画の内

容とともに、参加した主体一人一人の考え・思いを把握

することが必要となる。そこで用いられるのが、解釈的

アプローチと同様の資料収集・ヒアリング・アンケート

などのほか、参加の過程における各主体の行動や発言、

反応などの克明な記録である。このような詳しい情報

を、研究者自らが継続的に記録出来る点が本アプローチ

の特徴といえる。同時にヒアリングについても、調査者

と被調査者との関係が近しいことから、より深いレベル

での情報が聞けるという点も重要なポイントである。

　得られた情報をもとに概念化がなされるが、その方法

としては、研究者自らが過程において繰り返し考察して

きた参加者の意見や反応の意味と、考察の結果を実践に

反映させながら得てきた自らの経験とを、活動が終了し

た段階で振り返り意味づけをする形がとられている。

　以上の実践から得られた価値及び意味は、あくまでも

その事例での特殊解に過ぎないため、多くの場合は同一

の研究グループが同様の実践を行い、積み重ねることで

普遍的なものを見出す形をとる11)。また先の実践で得られ

た経験を元にその長所を伸ばし短所を改善することで、

新たな手法や価値を見出すという面も見受けられる。

４．方法論の変遷

　以上の３つの方法論が、研究の進展の中でどのような

変遷をたどっているのかを整理する。

（１）数量的アプローチ

　研究の初期では数量的アプローチが主流を占めてい

る。この時点では参加活動はそれほど行われておらず、

住民の要求や要望を把握する研究や、住民の参加意識か

ら主体的活動の発展可能性をみる研究など、参加を基礎

づけるための研究が主だったからである。なかでも住民

要求の問題は住民運動との関係で多数扱われており、住

民の切実な要求が住民自身に認識されることでまちづく

り運動のエネルギーが生まれるとの捉え方12)や、運動を媒

介として環境と意識の弁証法的発展関係が生じるとの考

え13)に基づいて研究が行われている。この要求把握の際に

用いられているのが「階層性」という概念であり、生活

条件や居住環境、及び意識によって分けられる住民の階

層毎に要求を捉え、これらの相互関係を分析し総合化す

どへの聴き取りを行うことで、文章等としては記録に残

されていない、細部に関する情報を入手している。ま

た、参加が行われている過程に実際に立ちあい、発言や

行動を細かく観察する方法をとる研究もみられる(6)。

　事実関係の整理では、参加に関わった人々をいくつか

の「主体」に分けて捉え、これら主体の間での行為の

「相互作用」をまとめ、これを時系列で「プロセス」と

して整理する形が一般的である。この結果の表現として

は、主体間の関係は組織図・構造図の形、時系列での整

理では年表の形が多く見られ、これら２つを合わせる形

で個々の行為の関係を時間と主体とで整理するフロー

チャートの形式もよく用いられている。

　因果関係の同定は、整理された事実を参加が終了した

時点から振り返ることで、ある主体の行為の発現に最も

関係が深いとみられる他主体の事前の行為を見出すこと

による。この際の判断基準は明示されていない研究が多

いが、情報の内容から研究者が独自に解釈するか、もし

くは関係する各主体へのヒアリングで指摘された点をも

とに設定しているとみられる。前者の場合は、研究者に

よる恣意的な判断を避けるため、仮に同定した因果構造

を関係者に確認してもらうとの手順もとられている。

　以上の分析によって、参加の促進・阻害要因を明らか

にするとともに、各主体がプロセスで果たしている「役

割」を明確に示すことが、結論となっている。

（３）実践的アプローチ

［研究の視点］

　研究者が参加活動に直接的に関わり、実践することを

通じて考察するアプローチである。研究者が自らの発想

に基づいて活動自体を仕掛ける、または事例に積極的に

関与して実践する中で、参加者の意見や反応を把握する

とともに、実践者としての考察や経験を蓄積して、これ

らの持つ「意味」を概念化するものである。

　この背景にあるのは、参加によって何かを作り出すこ

と自体に意義があり、その一つ一つに特有の「価値」が

あるとの捉え方であろう(7)。よって、このような場を作り

価値を生み出す経験を広げることが参加の発展につなが

るとして、個別の実践を積み重ねる研究スタイルがとら

れたと考えられる。対象となる活動に深く関わり、そこ

での経験から研究者自らも何らかの価値を見出すこと

が、新たな研究成果につながるとの側面もあろう。

［調査・分析の方法］

　このアプローチで重要なのは、実践活動の段階では価

値が生み出されるような環境をいかに作り出せるかであ

り、その経験を概念化する段階では参加した各主体が得

た経験や変化、及び生まれた価値をどれだけ明確に意味

づけして提示できるかであろう。



（３）実践的アプローチ

　解釈的アプローチでは、詳しい情報の把握が必要であ

るため、対象となる事例に出来るだけ深く接することが

必要となる。このため、参加の過程に実際に立ち会いな

がら細部にわたる情報を収集する、参与型の観察に近い

形にならざるを得ない。また、研究で得られた成果、参

加の促進・阻害要因や主体間の関係性のあり方を検証す

るためには、参加の中である種の「実験」を行わざるを

得ない。この情報収集と成果検証という両面を果たそう

とすれば、研究者自らが参加の場に主体的に関わるとい

う、実践的アプローチにつながる流れが想定されよう。

　このような点を明確に示したのが、「運動としての都

市計画」20)及び「参加型研究」11)というスタンスである。

前者は研究者自らがAdovocacy Planningとして参加を実践

するとともに、その結果の分析から事例の特性や成功の

要因を明らかにするものである。この考えに近いものに

は、先に挙げた数量的アプローチの運動論的な展開や、

研究者は主体性を保ちつつも運動に協力し「提起された

問題を理論化・一般化」するとの意見21)がみられるが、研

究者が主体的に実践することの意義を説いたのは上記の

概念が最初であろう。

　後者の「参加型研究」は、心理学分野における概念を

援用したもので、研究方法としての位置づけがよりはっ

きりとなされている。参加に関する「時間軸に沿ったき

め細かな、かつ全体的な観察による知識の蓄積」を行う

ためには、研究者自らが参加の現場に飛び込み実践を重

ねることが必要であり、こうして得られた「事例・体験

の記録」から「共有化すべき知識を概念化する」こと

が、参加型研究の方法だとしている。

　この方法論が明示されて以降実践的アプローチが大き

な位置を占めるようになり、活動の経過をまとめ、そこ

で得た経験や課題を整理する研究が数多くみられるよう

になる。特に多いのが参加の手法を扱ったもので、先行

する事例の解釈的な分析をもとに今後必要となる手法を

構築し、これを実際に運用することで効果や問題点を明

らかにする形である(11)。またこの流れの中で、研究者が

実践活動を行うだけでなく、行政担当者や技術者が実践

の経験を論文としてまとめるものも多くなっている22)23)。

５．方法論の比較

　３つのアプローチに関し、それぞれの立場から他との

比較を行い、各方法論の長所及び短所を考察する。

（１）数量的アプローチ

　他の２つと比べて「科学性」が高い、つまり扱うデー

タの「客観性」と分析手続の「再現性」が高いことが特

徴として挙げられる。このため、同一の研究方法をとる

ることで生活改善の方向性を見いだそうとしている。

　以上の研究は行政計画への対案としての「生活環境改

善の具体的政策を見いだすため」14)や、「住民運動に科学

的な展望と行動の指針を示す」15)との観点から行われてお

り、住民による運動を活性化させようという点で研究自

体が運動的な意味も持ち、実践的アプローチの側面もみ

られる。しかしそこでの研究方法はいずれも数量的なも

のであり、多くの論文で研究の「科学性」が論じられて

いることからしても(8)、当時の主流であるこの方法を取る

ことで行政や他の研究者に対して自らの主張の妥当性を

示しているものと考えられる。

　その後参加活動が一般的に行われるようになるにつれ

て、住民がどのような意識に基づいて参加を行うかを探

る研究16)や、参加による住民意識の変化等の効果を測定す

る研究17)など、同じアプローチでも運動的な要素は消え、

構造を的確に見いだすことに主眼が置かれている。この

発展として、見いだされた構造をもとにシミュレーショ

ンを行う実験的な研究もみられるようになる。

（２）解釈的アプローチ

　事例の増加とともに、個別の運動や参加を詳しく把握

し、事実関係を考察する解釈的なアプローチが現れるよ

うになる。これは参加というものがその過程で様々な様

相を見せるものであり、各時点での様相及びその変化を

捉えることが研究の主眼になったためであろう。

　様相の捉え方は、当初は参加の過程を時間で区切り

「期」で整理した年表か、もしくはある時点での主体間

の関係を示す図の形であったが、この両者を合わせ、時

間と主体という２軸からなる平面に個々の行為を位置づ

ける形となり、さらに行為相互の因果関係を矢印で記す

フローチャートが主流を占めるようになっている。この

一連の表現はシステム分析で用いられる概念及び記述の

手法に影響を受けているとみられ(9)、他分野での方法論を

参考にすることで新たな方法が確立されたといえる。

　フロー図にも様々な形があるが、初期の単純な構造の

ものから、より多量の情報を盛り込もうとする傾向を受

けて、その表現方法も発展して多彩になっており、近年

では非常に詳細なものがみられるようになった18)。このア

プローチの特性からして、解釈した結果をフロー図に的

確にまとめること自体が研究の成果とも言える。

　これらの分析の多くは特定の事例に関するものだが、

各事例での成果を一般化し普遍的なものを見いだそうと

の観点から、複数の事例を比較する研究も行われてい

る。典型的な方法としては、数事例のプロセスをそれぞ

れに記述したうえでそれらの間の類似点や相違点を整理

するものであり19)、事例がより多い場合にはプロセスの形

に基づいた類型化を行うという形(10)がとられている。



ことで多数の事例間での相互比較が可能であり、そこか

ら得られる共通構造を明確に示すことが出来る。また研

究方法が明示的であり、他の研究者も同じ分析方法をと

りうることから、研究から得られた結果の妥当性の検証

が行いやすく、先行研究の方法または成果を発展させる

ことが容易な点もある。

　ただし参加型研究の提唱者が、「大量のデータを処理

してスタティックな『型』を抽出する既成の研究手法」

では「プロセス全体のダイナミズム」を捉えることは出

来ないと述べているように11)、主体による様々な行為の関

係からなる参加の場面では、数量的アプローチではつか

むことの出来ない側面が多いことは事実であろう。ま

た、アンケートで構造が検証出来たとしても、あくまで

も研究者の仮説が裏付けられたに過ぎず、参加に関わる

住民が実際にどう捉えているのか自体を確認するには、

より綿密な質問の設計及び調査の実施が必要となる。

（２）解釈的アプローチ

　このアプローチでは、上記の数量的アプローチの欠点

がかなり改善されるといえる。参加の過程で生起した事

実関係を収集する際に、信頼できる形での記録が残って

おり、また当事者が状況を記憶しているのであれば、

データの客観性がある程度のレベルで保障されたうえ

で、プロセス全体としての動きをつかみその流れを整理

出来るからである。また関わった主体に直接話を聞くこ

とで、それぞれが実際に取った個別の行為や、過程の

時々に感じ考えたことも把握することが出来る(12)。

　しかし、客観的な事実が得られたとしても、それを解

釈する際に研究者個人の主観が入り込む余地があること

は否定出来ず、プロセスの流れや行為間の因果関係が研

究者の望む結論を導きだす方向に解釈され、結果として

実際の状況や当事者が捉えている形とは異なってしまう

可能性もある。また扱われる事例はほとんどの場合参加

が適切に進められたものであり、これについて参加の過

程が終了した事後の段階から遡って解釈していくことに

より、予定調和的な解釈に陥る危険性も考えられる。

（３）実践的アプローチ

　現場に飛び込み参加者と一体となって実践を行うこと

で、解釈的アプローチで必要となる情報の収集をより深

く行える点が特徴であろう。これによって事実関係を確

実に押さえることが出来るとともに、参加者と繰り返し

語るなかで、観察者と被観察者という区別を越え共通の

認識のもとで過程を捉えられるといえる。また、過程の

途中で参加者及び自らの行動の意味を絶えず思考し記録

することで、事後的に過程を振り返った際に生じる解釈

のずれを防ぐことも出来よう。

　だがそれでも解釈の恣意性の問題は解決されず、特に

実践者として関わった自らの立場や行為に関しては、こ

れを客観的な形で考察することは難しい。実際の研究を

みても、参加者に関する整理・解釈は見事であるのに、

実践者としての自らの考察はこれに比して十分ではない

とみられる部分も多い(13)。実践的アプローチではこのよ

うな意味での客観性は重視されていないが、そのために

当事者としての感想や経験を単にまとめるだけのレベル

にとどまっている論文も見受けられ、経験を概念化する

という目的からは問題があろう。

　また他２つのアプローチとは異なり、対象への深い関

与が必要となるため、複数の事例を同時に取り扱うまた

は比較検討することは困難であり、普遍性を持つために

は長期に渡っての多数の実践が必要といえる。この点に

関して、参加の手法を開発する研究では、学生等を対象

とした小規模な実験を繰り返し、改善を重ねることで手

法を発展・確立させるとの対応がとられている24)。

６．まとめ

　以上の考察を通じて、住民参加研究の方法論は(1)数量

的、(2)解釈的、(3)実践的の３つのアプローチに整理する

ことが出来、それぞれの特徴と変遷、及び比較した際の

長所・短所を提示することが出来た。しかし本考察は全

体を概略的に整理しただけに過ぎず、方法論をより確固

たるものにするには、今回は対象とは出来なかった国内

及び海外の研究蓄積等も含めて、今後より詳細な分析・

検討が必要になると思われる。

　従来の研究では、方法論の問題は残念ながら明確に意

識されることは少なく、議論もあまり行われていない。

これは研究者が特定の方法論を選択すると、その他の方

法論への関心が薄れる傾向があるためと思われる。また

特定の方法論や対象に社会的な関心が集まると、多くの

研究者がその方向に集中し、類似した研究が増加して比

較対象がみえなくなる(14)ことも要因に挙げられよう。

　これらの問題を解消し、今後の住民参加研究を発展さ

せるためにも、方法論に関する議論を積極的に行う必要

があるのではないか。共通する方法論を取る研究者の中

ではその手順や評価基準を明確にするために、異なる方

法論の間では相互の意義や問題点を明確にするためにで

ある。また人間の意識や行動を研究する諸分野（社会

学・心理学・倫理学等）における方法論及び方法・研究

成果の応用や、これら分野の研究者との間で理論・実践

の両面にわたる議論を行うことも必要であろう。

　このような他の方法や分野との議論を通じて各方法論

を確立するとともに、異なる方法論を組み合わせて互い

の問題点を補完しあうことで、参加を扱うのにより適し

た方法を模索することが必要と思われる。



補注：
(1)1970年代の参加に関する研究のレビュー25)では、前半は「起きつつあ
ることがらの追跡となって、個別の分析が主流だった」が、後半は「事
例を踏まえた理論や手法提案・制度創設」も行われ、「時代を反映した
秩序化の時期を迎えつつある」としているが、その後も個別の分析が主
流であり、十分な秩序化は行われていないと考える。
(2)参考文献26)中の、高坂健次・与謝野有紀「社会学における方法」
pp199-238での定義に基づいている。
(3)これらの学会誌掲載の投稿・発表論文のみを対象としたため、建築学
会建築計画委員会設計方法小委員会が中心となって進めた「人間環境系
デザイン」などの研究成果の体系的な把握は行えておらず、また海外に
おける研究論文についても考察の対象外となっている。
(4)対象論文の選定では、住民参加・合意形成研究会による参加研究論文
リスト（http://member.nifty.ne.jp/fmeno/study/sanka/ronbun.html）、及び
東京大学都市工学科大方・小泉研究室による文献リスト（http://up.t.u-
tokyo.ac.jp/rinko/sha98/winter/download.html）を参考とした。
(5)意識分析から得られた住民の意志を計画に反映することは策定におけ
る大前提であり、住民参加の一環として論じることは適切ではないとの
意見も、住民意識研究のレビュー27)中で述べられている。
(6)「１年半にわたる住民協議会への参加」28)などと簡潔に記載されるこ
とが多く、事例にどの程度関与しているかは明確ではないが、実践的ア
プローチに近い場合も考えられる。
(7)このような考え方を示したものとして、倉原・延藤の「計画行為にお
ける価値づくり」の概念などが挙げられる29)。
(8)客観的な調査よりも「運動を発展させ生活環境を改善する上での問題
点を鋭くえぐりだし、その克服の方向を提起しえる調査」が科学的だと
の主張など14)、既存の研究方法の批判も行っている。
(9)システム分析とはＯＲ(Operations Reserch)の流れを組むもので、紛争
や合意形成の過程をシステムとして捉え記述するものである。この方法
を参考にしたと明記する論文もいくつかみられる30)31)。
(10)類型化の際には、整理されたプロセスをもとに定性的に行うものが
多いが、実態に関するアンケートを行いこれを分析した上で整理すると
いう、数量的なアプローチを併用するものもみられる32)33)。
(11)ワークショップの効果把握では参加者へのアンケートを行う場合が
多く、回答について書かれた意見を定性的に考察するもの34)や、数量と
して扱い統計的に解析するもの35)などがある。
(12)ただし、事後的に過去の行為や意識を振り返るため、当事者の記憶
が曖昧であったり当事者自身が事実関係を曲解する場合には、正しい情
報が得られない可能性もありうる。
(13)住み手側と研究者自らが努めるコーディネーター側の双方から分析
を行った論文11)を比較すると、住み手に関してはその「確信プロセス」
における変化が詳細に記載されるのに対して、コーディネーターの同プ
ロセスは住み手と「表裏一体的に進行」したと記すのみであり、分析の
深度が異なるとみられる。
(14)参加研究の変遷を追った先行研究4)では、特定の年代または時期に、
同じような研究対象に対して同じような研究方法をとる類似した研究
テーマの論文が増加し、多数を占める傾向が見られている。
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